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2025年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

（総合）研究報告書 

「ナッジ」等の行動経済学的アプローチによる労働災害防止の取組促進に資する研究 

研究代表者 財津 將嘉 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター・教授 

 

高年齢労働者の増加に伴い、転倒や腰痛など作業行動に起因する労働災害は重要な労働安全衛生課題

となっている。従来型の環境改善のみでは対策に限界があり、作業者が自発的に安全で健康な行動を選

択できるよう促す「ナッジ」等の行動経済学的アプローチの活用が期待される。本研究では、労働災害

疫学データ、職域・一般住民データの解析、および現場介入実験を通じて、行動経済学的アプローチに

よる労働災害防止対策の有用性を検討した。 

令和 5年度は、文献レビューにより安全衛生分野におけるナッジの確立したエビデンスが乏しいこと

を確認した。労働者死傷病報告データでは、転倒災害の増加を確認し、地域別では関東が最多、季節別

では 1月にピークを示す地域が多く、業種別では商業が最多であり、2020年以降は社会福祉施設での増

加を確認した。一般住民コホートや歩数アプリデータを用いた身体活動・運動器疾患に関する研究を開

始し、社会福祉施設における転倒リスク箇所の把握と介入評価用アンケートを作成した。 

令和 6年度は、個人要因、生活習慣要因、作業環境要因の検証を進めた。輸送機械組立従事者 249名

の縦断研究では、加齢に伴い閉眼片脚立位時間が有意に短縮する一方、歩行習慣はその低下を抑制する

可能性が示された。全国労働者 18,440 人を対象とした JACSIS 横断研究では、7.3％が過去 1 年間に職

場での転倒を経験し、高血圧、脂質異常症、糖尿病はいずれも転倒発生率の上昇と関連していた。社会

福祉施設の 46名を対象とした危険予知ライトの研究では、設置後に「危険」「リスクマネジメント」「予

防」「予知」などの語が増加し、危険認識の向上が示唆された。さらに、一般住民コホートでは大腿四頭

筋の筋力増強運動が慢性腰痛発症の低下と関連し、歩数アプリデータから身体活動の日内変動の特徴を

明らかにした。 

令和 7年度は、最終年度として、生活習慣因子、平衡機能を要するレクリエーション活動、危険予知

ライトによるナッジの検証を行った。大規模労働者縦断研究において、1年間で約 4.3％が職場での転倒

を経験し、喫煙、高血圧症、短時間睡眠は転倒リスクを上昇させ、中強度身体活動はリスクを低下した。

重心動揺データを用いた後方視的観察研究では、平衡機能を要するレクレーション活動により重心動揺

総軌跡長が低下した。危険予知ライトの研究では、設置後に危険認知や安全行動が向上する傾向を認め、

転倒を「防げるもの」「対策できるもの」と捉える認識の広がりが示唆された。 

3 年間の研究により、職場の転倒予防には、疫学分析に基づく高リスク集団・場面の把握、生活習慣

や身体活動促進といった衛生要因への支援に加え、楽しさを伴う身体活動への誘導や危険箇所を目立た

せるナッジを組み合わせる個人と作業環境の双方に働きかける多層的な行動経済学的アプローチが重要

であることが明らかとなった。 
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A．研究目的 

わが国では、人口高齢化と就労期間の延長に伴

い、高年齢労働者の安全と健康の確保が重要な

産業保健課題となっている。労働災害による死亡

者数は長期的には減少傾向にある一方で、転倒や

腰痛など、作業行動に起因する休業 4 日以上の

労働災害は増加または高止まりしている。これら

は軽度な災害と捉えられやすいが、骨折、後遺症、

休業の長期化、生活機能の低下につながり、労働

者本人、事業者、社会保障の各面で大きな負担と

なる。 

転倒は、床面の滑りや段差などの環境要因のみ

ならず、作業者の身体機能、感覚機能、注意、危

険認知、生活習慣、睡眠、日常的な身体活動など

複数の要因が相互に関与して生じる。したがって、

従来型の設備改善や一方向的な安全教育のみで

は十分な効果を得にくく、環境要因と個人要因の

双方に働きかける新たな予防手法が必要である。 

ナッジは、規則、罰則、強制的な指示に依存せ

ず、選択環境を設計することで、人々が自分自身

にとって望ましい行動を自発的に選びやすくする

行動経済学的アプローチである。労働安全衛生分

野では、危険箇所への注意を自然に向ける、身体

活動を楽しみながら促す、健康行動の実行可能性

を高めるといった形で、転倒や腰痛を含む労働災

害予防に応用できる可能性がある。 

本研究では、転倒を中心とした労働災害につい

て、既存統計・疫学ビッグデータ分析、職域およ

び一般住民データの解析、作業環境へのナッジ介

入、平衡機能を要するレクリエーション活動の評

価を通じて、行動経済学的アプローチによる労働

災害防止策の実装可能性を検討することを目的

とした。 

 

B．研究方法 

【１】転倒災害に関する記述疫学および就労者

調査 

令和 5年度は、厚生労働省へ二次利用申請を

行い、2014〜2022年の労働者死傷病報告データ

を取得した。休業 4日以上の死傷病報告のうち

事故型が転倒であった症例を対象に、性別、年

齢、地域、都道府県、月別、業種別、保健衛生

業の細分類別に発生数の推移を集計した。ま

た、JACSIS研究の就労者データを用いて、最近

1年間の業務中転倒経験の有無を性別、年齢、

業種、職種別に集計した。 

 

【２】静的バランス機能、歩行習慣、生活習慣

因子と職場転倒 
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令和 6年度は、閉眼片脚立位時間における加

齢に伴う短縮と歩行習慣の緩和効果を明らかに

するため、2017〜2019年に 20〜66歳の輸送機

械組立従事者 249名を対象として実施された健

康診断および閉眼片脚立位時間のパネルデータ

を用いた縦断観察研究を行った。さらに、

JACSISの 2023年横断データを用いて、生活習

慣病と職場転倒との関連を多階層ポアソン回帰

モデルで推定した。 

令和 7年度の最終年度には、2023年ベースラ

イン調査および 2024〜2025 年追跡調査を用

い、転倒既往のない 20〜74歳の労働者 10,645

人を対象として、約 1年間の職場転倒および転

倒骨折を評価した。曝露因子は、飲酒、睡眠時

間、喫煙、身体活動量、高血圧症、脂質異常

症、糖尿病、体格指数、睡眠薬・抗不安薬の使

用等とし、年齢、性別、教育歴、世帯所得、産

業分類、職業分類、職場規模、労働機能障害等

を調整した。 

 

【３】身体活動、慢性腰痛・膝痛およびレクリ

エーション活動 

令和 5年度および令和 6年度は、一般住民を

対象に、島根県雲南市の 41〜80歳の住民 725

人の 2010年および 2012年の縦断データを用

い、習慣的な筋力増強運動・柔軟運動と慢性腰

痛・膝痛の発症との関連を検討した。また、ス

マートフォンアプリ「パ・リーグウォーク」利

用者の匿名歩数データ約 5万人分から抽出した

4,131人分のデータを用いて、性・年代別、平

日・休日別、時間帯別の身体活動の日内変動を

分析した。 

令和 7年度の最終年度には、Glice®樹脂製人

工アイスパネル上でのアイスホッケー活動、ロ

ングボードによるサーフィン活動、および企業

等の体力測定会で複数回測定された対照群の重

心動揺データを用い、平衡機能を要するレクリ

エーション活動による重心動揺総軌跡長の変化

を検討した。 

 

【４】危険予知ライトによる危険回避行動の誘

発 

令和 5年度から 7年度にかけて、福岡県内の

社会福祉施設 2施設の管理者へのヒアリングに

より、厨房、入浴施設、洗濯作業域、施設入口

など転倒リスクが高い作業場・作業を抽出し

た。人感センサーを搭載した危険予知ライトを

当該箇所に設置し、設置前後 1か月における従

業員の危険認識、安全行動、安全対策への認識

を質問紙により評価した。自由記述については

テキストマイニングを行い、危険認知や安全行

動に関する語の変化を評価した。 

 

倫理面への配慮 

本研究は、ヘルシンキ宣言の趣旨に則り、人

を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針を遵守して実施した。実施にあっては、

産業医科大学倫理委員会（R4-054、ER24-

009）、大阪国際がんセンター研究倫理審査委員

会（20084）、東北大学大学院医学系研究科倫理

委員会（2024-1-517）、身体教育医学研究所う

んなん倫理審査委員会（R5-3-30-1）、東京大学

大学院医学系研究科・医学部倫理委員会

（2019188NI-(3)）の承認を得て実施した。 

 

C．研究結果 

【１】転倒災害の属性別発生状況 

令和 5年度の 2014〜2022年の労働者死傷病

報告データを用いた分析では、休業 4日以上の

転倒災害発生数は男性より女性で多く、男女と
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も増加傾向を示した。年齢別には若年層では横

ばいであったが、高齢になるにつれて増加傾向

が明瞭であり、65歳以上では 2022年の発生数

が 2014年の約 2倍となった。地域別では関東

地方が最多であり、都道府県別・月別には 1月

に発生数のピークを示す地域が多かった。業種

別では、商業、保健衛生業、製造業、運輸交通

業、接客娯楽業の順に多く、保健衛生業では社

会福祉施設、病院、一般診療所の順に多かっ

た。特に社会福祉施設では 2020年以降の増加

が顕著であった。 

また、JACSIS研究の就労者 19,318人では、

最近 1年間の業務中転倒経験は 6.2%であり、男

性、若年層、農業・林業・水産業・漁業、建

設・採掘職で高い割合を示した。 

 

【２】静的バランス機能と歩行習慣 

令和 6年度の輸送機械組立従事者 249名の縦

断データの分析では、年齢と閉眼片脚立位時間

との間にほぼ直線的な関係が観察された。1歳

の加齢に伴い閉眼片脚立位時間は有意に短縮し

た一方、1日 1時間以上の歩行習慣は閉眼片脚

立位時間の低下を抑制する効果を示した。日常

的な歩行習慣の効果は、加齢による低下を一定

程度相殺し得る大きさであり、職場における身

体活動促進の意義が示唆された。 

 

【３】生活習慣病・生活習慣因子と職場の転倒 

令和 6年度の JACSISの横断分析では、全国

の労働者 18,440人のうち 7.3%が過去 1年間に

職場での転倒を経験し、2.8%が転倒に起因する

骨折を報告した。高血圧、脂質異常症、糖尿病

はいずれも転倒発生率の上昇と関連し、短時間

睡眠、睡眠薬・抗不安薬の使用、過度な身体活

動、喫煙も転倒と関連した。 

令和 7年度の最終年度の JACSIS縦断研究で

は、解析対象 10,645人のうち 456人（4.3%）

が追跡期間中に職場での転倒を経験した。高血

圧症、現在喫煙、短時間睡眠、睡眠薬・抗不安

薬の使用は転倒または転倒骨折リスク上昇と関

連し、中強度の身体活動は転倒および転倒骨折

リスク低下と関連することを結論づけた。 

 

【４】身体活動と慢性腰痛・膝痛、身体活動の

日内変動 

令和 5年度から 6年度にかけた島根県雲南市

の一般住民 725人を対象とした前向きコホート

研究では、2年後の新たな慢性腰痛発生率は

7.3%、慢性膝痛発生率は 10.1%であった。大腿

四頭筋の筋力増強運動を実践していた者では新

たな慢性腰痛を有する割合が低かったが、他の

部位の筋力増強運動・柔軟運動と慢性腰痛、な

らびに各運動種目と慢性膝痛との間には明確な

関連を認めなかった。 

また、歩数アプリ利用者 4,131人の歩数デー

タでは、平日は朝、昼、夕方の 3峰性、休日は

単峰性の活動パターンを示し、年齢、性別、居

住地域の人口密度により身体活動のタイミング

が異なることが示された。 

 

【５】レクリエーション活動による重心動揺改

善可能性 

令和 7年度の最終年度のレクリエーション活

動の研究において、アイスホッケー活動では、

未経験の健康成人 6名を対象に、平均 34日、

11回、累積 10時間程度の活動期間を観察し

た。閉眼時の重心動揺総軌跡長は初回実施前か

ら最終回実施後にかけて低下し、実施回数に対

して線形な減少傾向を認めた。 

また、サーフィン活動では、未経験の健康成
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人 4名を対象に平均 36日、5回、累積 5時間程

度の活動期間を観察し、開眼時の重心動揺総軌

跡長が低下した。 

一方、企業等の体力測定会で複数回測定され

た対照群では、開眼・閉眼条件下の重心動揺総

軌跡長に明らかな変化は認められなかった。 

 

【６】危険予知ライトと危険認知・安全行動 

令和 5年度から令和 7 年度にかけた社会福祉

施設 2施設の従業員 46名を対象とした危険予

知ライトの検証では、設置後に作業者の危険認

識および安全に関する意識が全体的に向上する

傾向を認めた。「職場内の危険な場所について

理解している」「棚の上のものを取るときは台

や脚立を用いる」「スクワット等の要素を含む

足腰を鍛える運動を行っている」「職場の危険

に対応するための改善策を常に考えている」と

いった項目で改善が確認された。自由記述のテ

キスト分析では、設置後に「危険」「リスクマ

ネジメント」「予防」「予知」などの語が増加

し、転倒を「防げるもの」「対策できるもの」

と捉える認識の広がりが示唆された。 

 

以下に主要結果のまとめを示す。 

領域 主な結果 労災防止への示

唆 

転倒災害

の属性別

発生状況 

転倒災害は高齢

層、女性、社会

福祉施設等で増

加し、季節・地

域差あり。 

ターゲット集団・

時期・場所を絞っ

たナッジ設計が

必要。 

生 活 習

慣・身体

機能 

高血圧、喫煙、

短時間睡眠等は

転倒リスクと関

連し、中強度身

安全教育と産業

保健・健康経営を

統合する必要あ

り。 

体活動や歩行習

慣は保護的。 

身体活動

設計 

大腿四頭筋の筋

力増強運動は慢

性腰痛発症の低

下と関連し、身

体活動の時間帯

は曜日・属性・

地域により異な

る。平衡機能を

要するレクリエ

ーション活動に

より重心動揺が

改善。 

運動の種類、時間

帯、生活文脈に応

じた行動設計が

必要。楽しさを伴

うレクリエーショ

ンは継続的な身

体活動促進に資

する。 

環境ナッ

ジ 

危険予知ライト

設置後、危険認

知と安全行動が

向上する傾向。 

顕著性・感情に訴

える視覚的ナッ

ジが有用である

可能性。 

 

D．考察 

本研究の 3 年間の成果により、職場転倒をは

じめとする作業行動起因性の労働災害は、単に

「床が滑る」「段差がある」といった環境問題だ

けでなく、生活習慣、身体活動、静的バランス機

能、睡眠、喫煙、生活習慣病、危険認知、作業者

の心理的反応といった多層的な要因により規定

されることが示された。 

記述疫学分析は、転倒災害が 65歳以上で急増

し、地域・季節・業種により発生パターンが異な

ることを明らかにした。特に 1 月に発生数が増

加する地域が多いこと、社会福祉施設で 2020年

以降の増加が顕著であることは、気象条件、床面

状態、感染対策行動、作業負荷、介助動作などが

転倒リスクと複合的に関わる可能性を示してい

る。これは、全員に同一の注意喚起を行うだけで
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なく、地域、季節、業種、作業場の特性に応じて

顕著性を高めるナッジを設計する必要性を示す。 

生活習慣・身体機能研究は、転倒予防が安全管

理部門だけで完結するものではなく、衛生教育や

健康経営、産業保健活動と密接に関連することを

示した。高血圧、喫煙、短時間睡眠などの修正可

能な因子が転倒・転倒骨折と関連し、中強度の身

体活動が保護的に関連したことは、生活習慣病管

理、禁煙支援、睡眠改善、身体活動促進が、転倒

災害防止のナッジ介入として位置づけられる可

能性を示す。 

閉眼片脚立位時間が加齢とともに比較的若い

時期から直線的に短縮し、日常的な歩行習慣によ

り低下が緩和される可能性が示された点も重要

である。転倒災害予防は高齢労働者だけを対象と

するのではなく、30歳代以降の就労者に対して、

日常的な歩行や中強度身体活動を自然に促す環

境設計を行うことが有用である。 

また、一般住民コホートおよび歩数アプリデー

タの分析は、身体活動を「量」だけでなく、「種

類」「身体部位」「実施される時間帯」という観点

から捉える重要性を示した。大腿四頭筋の筋力増

強運動を実践していた者で慢性腰痛の発症割合

が低かったことは、下肢筋力の維持が腰部への過

度な負荷を軽減し、運動器疼痛の一次予防に寄

与する可能性を示唆している。一方で、他の筋力

増強運動・柔軟運動や慢性膝痛との明確な関連

は認められず、運動の種類、実施方法、量、対象

者特性を踏まえた検証が今後必要である。さらに、

歩数データでは平日に朝・昼・夕方の三峰性、休

日に単峰性の活動パターンが認められ、年齢、性

別、居住地域により身体活動のタイミングが異な

ることが示された。このことは、身体活動促進の

ナッジを設計する際には、単に歩数増加を促すだ

けでなく、通勤、昼休み、余暇、家事など、生活

文脈や時間帯に応じた働きかけを行う必要があ

ることを示している。 

危険予知ライトは、 MINDSPACE における

Salience（顕著性）や Affect（感情）に相当す

る要素を用いた環境ナッジである。危険箇所を光

で目立たせることで、作業者に過度な心理的負担

を与えず、直感的に注意を向けさせることができ

る。社会福祉施設のように、濡れた床、障害物、

移動・介助動作、時間的制約が重なる職場では、

こうした視覚的ナッジが危険認知と安全行動を

支援する可能性がある。 

レクリエーション活動の結果は、身体活動促進

における「楽しさ」の重要性を示す。人工アイス

ホッケーやサーフィンは、従来の単調なバランス

トレーニングと異なり、遊びや挑戦を通じて姿勢

制御を促す。職場実装にあたっては、人工アイス

パネル、バランスボード、VR、室内型レクリエー

ション運動など、安全性と実施可能性を確保した

形に置き換えることで、参加意欲と継続性を高め

るナッジとして活用できる可能性がある。 

本研究にはさまざまな限界が存在する。労働者

死傷病報告は休業 4 日以上の災害を対象とする

ため、軽微な転倒やヒヤリハットを十分に把握で

きない。インターネット調査は自己申告に基づく

ため、報告バイアスや選択バイアスの可能性があ

る。レクリエーション活動研究はサンプル数が少

なく後方視的観察研究であり、危険予知ライトの

研究も対象施設数と観察期間が限られる。今後

は、職場において対照群を伴う前向き介入研究、

長期追跡、客観的安全指標、費用対効果、職場実

装可能性を含めた評価が必要である。 

以上を総合すると、ナッジ等の行動経済学的ア

プローチは、職場転倒予防において、(1)疫学デ

ータに基づき高リスク集団・場面を特定する、(2)

生活習慣病、睡眠、喫煙、身体活動、静的バラン
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ス機能など修正可能な個人要因に介入する、(3)

身体活動の種類、時間帯、生活文脈に応じて実行

しやすい行動を設計する、(4)危険箇所を目立た

せ安全行動を選びやすくする、(5)楽しさを伴う

身体活動を通じて参加意欲と継続性を高める、と

いう一連の実装戦略として整理できる。 

 

E．結論 

本研究により、ナッジ等の行動経済学的アプ

ローチは、職場転倒を中心とする労働災害防止

において、生活習慣改善、身体活動促進、危険

認知向上、楽しさを伴う継続的参加を統合する

実装戦略として有用となる可能性が示された。 

具体的には、転倒災害は高年齢労働者、女

性、特定の業種・地域・季節で増加しやすく、

生活習慣病、喫煙、短時間睡眠などの修正可能

な因子が転倒リスクと関連する一方、中強度身

体活動や歩行習慣は保護的に働く可能性があ

る。また、慢性腰痛予防には運動の種類が、身

体活動促進には平日・休日、年齢、性別、居住

地域によって異なる活動タイミングが重要であ

ることも示唆された。さらに、危険予知ライト

のような視覚的ナッジは危険認知と安全行動を

促し、レクリエーション活動は身体活動を楽し

く継続する手段となり得る。 

最終的には、産業保健、安全衛生管理、健康

経営を統合し、労働者が自然に安全で健康な行

動を選択できる職場環境を設計することが重要

である。 
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